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2024年12月24日 

プレスリリース 

公益財団法人九州経済調査協会 

九州・沖縄地銀連携協定Q-BASS 

  

九州地域（九州・沖縄・山口）における半導体関連設備投資による 

経済波及効果の更新について 

〜Q-BASSとの連携で地場企業の取組を反映〜 

 

 公益財団法人九州経済調査協会（福岡市中央区、理事長：縄田 真澄、以下「九経調」）は、「新

生シリコンアイランド九州」の実現に向けた九州・沖縄地銀連携協定（幹事行：株式会社福岡銀行

（福岡市中央区：取締役頭取：五島 久）、株式会社肥後銀行（熊本市中央区：取締役頭取：笠原 慶

久）、株式会社西日本シティ銀行（福岡市博多区：取締役頭取：村上 英之）、以下「Q-BASS」）と

連携して九州地域（九州・沖縄・山口）における半導体関連設備投資による経済波及効果の推計値を

更新いたしました。 

 九経調では、2023年12月25日に同種の推計値を発表しております。今回の更新にあたって、推計

対象期間（2021年〜2030年）や推計方法（九経調で開発した九州地域間産業連関表を活用）等に変

更はありませんが、その後の投資情報を加えたことに加えて、Q-BASSとの連携により、地域金融機

関が有する投資関連情報を集約したことが本推計の特徴となります。 

 なお、今回の更新の詳報は『九州経済調査月報2025年2月号』に掲載予定です。 

 

■推計の特徴 

・九州地域（九州・沖縄・山口）全体での経済波及効果を把握。 

・半導体産業関連のみならず、幅広い産業への経済波及効果を把握。 

・九州地域の各県それぞれの経済波及効果の規模を把握。 

・Q-BASSと連携して地場企業の投資状況をつぶさに把握。 

・地場企業の活動に伴う経済波及効果を把握。 

 

■推計の前提条件 

・推計期間：2021年〜2030年 

・推計対象：期間内に九州地域内で実施・計画された半導体関連設備投資案件のうち、設備投資総額 

が1億円を上回るもの。なお、ASEについては、投資額が不明のため対象外とした。 

 ※金額は各社プレスリリース、報道資料等から推計。 

・推計方法：九経調で開発した九州地域間産業連関表（2015年表）を利用。 

 ※推計手法の詳細は、河村奏瑛、岡野秀之「九州における半導体関連設備投資による経済波及効果

の推計〜九州地域間産業連関表を用いた分析」『九州経済調査月報2024年1月号』九州経済調査

協会をご参照ください（参照：https://www.kerc.or.jp/report/2023/12/post-58.html）。 

 

 

 

https://www.kerc.or.jp/report/2023/12/post-58.html
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■推計結果 

１）分析対象とした設備投資の案件数（図表１） 

⚫ 201件の設備投資案件を対象として分析した。 

⚫ 前回推計の72件から新たに129件を分析対象に算入した。総数のうち、地場企業（大手企業

の関連会社を除く）による投資は110件。 

⚫ 設備投資総数201件のうち、電子デバイスが31件、製造装置が75件、材料・部資材が41件、

物流施設が42件、その他（メンテナンス、リサイクル関連等）が12件であった。 

⚫ 地場企業による投資110件に限ると、電子デバイスが7件、製造装置が39件、材料・部資材が

26件、物流施設整備が33件、その他（メンテナンス、リサイクル関連等）が5件であった。

金額ベースで9割以上の投資がJASM第一工場の進出が発表された2022年以降に計画、実施さ

れ、製造装置、物流施設の占める割合が大きい。JASM進出等、近年の半導体関連の大型投資

に伴うサプライチェーンの拡大に誘発され、地場企業においても設備投資が盛んに実施され

ていることが示唆された。 

⚫ 外資の進出について、台湾企業およびその関連会社の進出に伴う設備投資が9件みられ、主に

製造装置、メンテナンスの事業者であった。 

⚫ 投資総額が50億円以上の大型投資は37件であり、うち３件（平田機工（株）、（株）くまさ

んメディクス、吉川工業（株））は地場企業による投資であった。 

図表1 業種別設備投資案件数 

  

【総数】 単位：件、10億円

電子

デバイス
製造装置

材料・

部資材
物流施設 その他 合計

31 75 41 42 12 201

構成比 15.4% 37.3% 20.4% 20.9% 6.0% 100%

5,338 220 551 56 17 6,182

構成比 86.3% 3.6% 8.9% 0.9% 0.3% 100%

【九州地場企業】 単位：件、10億円

電子

デバイス
製造装置

材料・

部資材
物流施設 その他 合計

7 39 26 33 5 110

構成比 6.4% 35.5% 23.6% 30.0% 4.5% 100%

1 69 4 43 2 119

構成比 1.2% 57.8% 3.5% 35.8% 1.8% 100%

金額

件数

金額

件数
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２）九州地域に生じる経済波及効果（図表２） 

⚫ 設備投資総数201件の総額は6.2兆円であり、投資およびそれに伴う生産活動により九州地域

内に23.0兆円の経済波及効果が見込まれる。これは前回の推計から2.9兆円の上方修正である。 

⚫ 地場企業による投資110件の総額は1,194億円であり、投資およびそれに伴う生産活動により

九州地域内に1.3兆円の経済波及効果が見込まれる。 

図表２ 半導体関連設備投資による経済波及効果 

 

３）産業別の経済波及効果（図表３） 

⚫ 半導体サプライチェーンの化学製品、窯業・土石製品、非鉄金属、一般機械、電気機械の

うちオレンジ色の部分の合計額）への経済波及効果は11.1兆円であった。 

⚫ その他の産業にもサービス業、建設業、商業を中心に11.9兆円の経済波及効果が推計され、

幅広い産業に生産活動の誘発が見込まれる。 

図表３ 産業別の経済波及効果 

 

【総数】 単位：10億円

直接効果 １次間接効果 ２次間接効果

設備投資由来 6,182 4,646 2,237 1,526 8,409 3,906

生産活動由来 7,885 7,885 3,852 2,884 14,621 7,382

合計 14,067 12,531 6,089 4,410 23,030 11,288

【九州地場企業】 単位：10億円

直接効果 １次間接効果 ２次間接効果

設備投資由来 119 109 54 31 193 121

生産活動由来 596 596 247 221 1,064 526

合計 715 705 301 252 1,257 647

最終需要
粗付加価値

誘発額
合計

経済波及効果

最終需要
経済波及効果

合計
粗付加価値

誘発額

11,069
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４）県別の経済波及効果（図表４） 

⚫ 県別に経済波及効果をみると、熊本県が13.4兆円と全体の58.1％を占めるほか、長崎県が

2.6兆円（同11.1％）、福岡県が2.1兆円（同9.1％）と続く。 

⚫ 一方、図表２に記載のない沖縄県においても期間内に772億円の経済波及効果が見込まれ

る。これは、雇用者の消費活動に由来する「2次間接効果」の寄与が大きく、同県に生じ

る経済波及効果のうち72.3％が「2次間接効果」に由来するものである。本分析で用いた

「九州地域間産業連関表」によって、半導体関連設備投資が業種、県境を跨いで周辺地域

に与える影響が示された。 

図表４ 県別の経済波及効果 
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（付表）九州における半導体関連産業の大規模設備投資と生産 

注１）2021 年以降の投資額50 億円以上のものを掲載。一部、報道ベースのものを含む 

注２）記載の投資額は複数の県（九州外を含む）を跨ぐ投資の合計金額および合計期間 

注３）為替は1ドル= 140 円として概数を記載 

資料）九州経済調査月報2023 年９月号「シン・シリコンアイランド九州への道筋」、プレスリリース、各種新聞情報等より

九経調作成  
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■組織概要 

団体名： 公益財団法人九州経済調査協会 

代表者： 理事長 縄田 真澄 

所在地： 〒810-0004 福岡市中央区渡辺通2-1-82 電気ビル共創館５F 

設立： 1946年 

事業内容： 

九州・沖縄・山口の地域経済産業に関する総合的調査研究と政策立案をおこなうシンクタンク。九州の経済界、

行政、大学などによる産学官で設立。九州経済白書、九州経済調査月報などの経済情報誌の発行。全国の地域経

済データをクラウドで提供するプラットフォーム「データサラダ」の開発・運営 

URL： http://www.kerc.or.jp/ 

 

団体名： 九州・沖縄地銀連携協定「Q-BASS：Kyushu-Okinawa Banking Alliance Semiconductor Solution」 

幹事行：株式会社福岡銀行：取締役頭取：五島 久 

株式会社肥後銀行：取締役頭取：笠原 慶久 

株式会社西日本シティ銀行：取締役頭取：村上 英之 

構成銀行：大分銀行、沖縄銀行、鹿児島銀行、佐賀銀行、十八親和銀行、筑邦銀行、西日本シティ銀行、肥後銀

行、福岡銀行、宮崎銀行、琉球銀行、山口銀行、北九州銀行 

設立： 2024年1月 

事業内容： 

「新生シリコンアイランド九州」の実現に向けて、当初11行で発足。2024年5月に、山口銀行と北九州銀行の

2行が加わり、13行連携体制となる。Ｑ-BASSの読み方は、「キューベース」。13行が一体となって九州・沖

縄・山口経済の更なる成長を目指した取組を展開 

 

【本リリースに関するお問い合せ先】 

公益財団法人九州経済調査協会 河村・岡野 

TEL: 092-721-4907 FAX: 092-721-4904  MAIL:general@kerc.or.jp 

 

以上 

https://www.blogwatcher.co.jp/
http://www.kerc.or.jp/

